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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

３  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載していません。 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期 

第２四半期 
連結累計期間

第11期 
第２四半期 
連結累計期間

第10期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 142,819 172,319 342,727 

経常利益 (百万円) 454 2,555 4,612 

四半期（当期）純利益又は      
四半期純損失(△) 

(百万円) △519 1,567 2,042 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △486 2,088 3,396 

純資産額 (百万円) 21,516 27,413 25,361 

総資産額 (百万円) 212,022 232,696 221,416 

１株当たり四半期（当期）純利益又は
１株当たり四半期純損失(△) 

(円) △1.48 2.20 4.56 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期(当期)純利益 

(円)  (注)３   ― 1.93 2.56 

自己資本比率 (％) 8.7 10.0 9.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,239 △14,062 16,553 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △900 △1,386 △3,571 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 6,881 15,710 △12,563 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 29,537 33,340 31,400 

回次
第10期 

第２四半期 
連結会計期間

第11期 
第２四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

自  平成25年７月１日 
至  平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 2.14 1.97 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1) 業績の状況 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緊急経済対策の政策効果が実体経済へ波及し始め

たことから、全体として企業収益は改善の方向にあり、設備投資マインドにも持ち直しの動きが表れる

など、景気は回復への動きが見られました。 

国内建設市場におきましては、緊急経済対策の本格化に伴う公共投資の増加や、消費税率引き上げを

前にした民間住宅投資の高まりなどから、需要面では増加傾向になるなど堅調に推移していますが、建

設労働需給の逼迫と労務費の高騰に加え、資材価格の値上がりなどもあって、施工面においては厳しい

環境が続きました。 

こうした状況下、当社グループの当第２四半期連結累計期間における業績は、売上高1,723億円（前

年同期比295億円増加）、経常利益26億円（前年同期比21億円増加）、四半期純利益16億円（前年同期

純損失５億円）となりました。 

セグメントの業績は、次のとおりです。なお、売上高については「外部顧客への売上高」について記

載し、セグメント利益は売上総利益ベースでの数値を記載しています。 

（土木工事セグメント） 

主に官公庁発注のＰＣ橋梁等の土木工事の設計、施工並びにこれらに関する事業から構成され、受注

高は642億円（前年同期比340億円増加、提出会社個別ベース）、売上高は543億円、セグメント利益は

46億円となりました。 

（建築工事セグメント） 

主に民間企業発注の超高層住宅等の建築工事の設計、施工並びにこれらに関する事業から構成され、

受注高は917億円（前年同期比115億円増加、提出会社個別ベース）、売上高は1,177億円、セグメント

利益は44億円となりました。 

なお、建設業界では一般的に、工事の完成引渡しが会計年度の第４四半期に集中するという傾向があ

るため、第２四半期の業績は、通期の業績予想との比較でみれば進捗率が低く出る傾向にあります。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシ

ュ・フローは主に仕入債務の減少により141億円の資金の減少（前年同期は62億円の資金の減少）、投

資活動によるキャッシュ・フローは主に定期預金の増加、有形固定資産の取得により14億円の資金の減

少（前年同期は９億円の資金の減少）、財務活動によるキャッシュ・フローは主に短期借入金の増加に

より157億円の資金の増加（前年同期は69億円の資金の増加）となりました。また、連結の範囲の異動

を含め、現金及び現金同等物の残高は前連結会計年度末に比べ19億円増加し、333億円（前年同期末比

38億円増加）となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて113億円増加し、2,327億円と

なりました。主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等の増加によるものです。 

負債合計は、前連結会計年度末に比べて92億円増加し、2,053億円となりました。主な要因は、短期

借入金の増加によるものです。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて21億円増加し、274億円となりました。また、当第２四半

期連結会計期間末の自己資本比率は10.0％となりました。 

  
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。 

  
(5) 研究開発費 

当第２四半期連結累計期間における研究開発費は372百万円です。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 第二回Ａ種優先株式の概要は以下のとおりです。 
 (1) 払込金相当額とみなす額 
   １株につき500円 
 (2) 優先配当金 
  イ.第二回Ａ種優先配当金の計算 
   １株につき第二回Ａ種優先株式の払込金相当額（500円）に、それぞれの事業年度ごとに下記の年率を乗じ

て算出した額とします。計算の結果、第二回Ａ種優先配当金が１株につき50円を超える場合は、50円としま
す。但し、当該事業年度において、優先中間配当金の全部または一部を支払ったときは、その額を控除した額
とします。 

   平成15年10月１日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度及び平成31年４月１日に始まる事業年度に
ついて、下記算式により計算される年率とします。 

   第二回Ａ種配当年率＝日本円 TIBOR（６ヶ月物）＋1.0％ 
   なお、「年率修正日」は、平成16年４月１日及び、以降平成31年４月１日までの毎年４月１日とします。 
  ロ.非参加型 
   第二回Ａ種優先株主に対しては、第二回Ａ種優先配当金または優先中間配当金を超えて期末配当または中間

配当は行いません。 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,669,464,970 

第一回優先株式 2,000,000 

第二回Ａ種優先株式 4,500,000 

第三回Ａ種優先株式 394,644 

第三回Ｂ種優先株式 8,000,000 

第三回Ｃ種優先株式 6,000,000 

第三回Ｄ種優先株式 6,000,000 

計 2,696,359,614 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成25年９月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 808,262,394 808,262,394 
東京証券取引所 
(市場第一部)

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 
単元株式数 100株 

第二回Ａ種優先株式
(注)４

1,500,000 1,500,000 ―

本種類株式は、行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等
に該当し、その特質について
は、（注）１のとおりです。 
単元株式数 100株 
(注)１、３、５ 

第三回Ｄ種優先株式 
(注)４

7,500 7,500 ―

本種類株式は、行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等
に該当し、その特質について
は、（注）２のとおりです。 
単元株式数 100株 
(注)２、３、５ 

計 809,769,894 809,769,894 ― ―
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  ハ.非累積型 
   ある事業年度において第二回Ａ種優先株主に対して支払われる第二回Ａ種優先配当金の額が上記イ.の計算

の結果算出される金額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しません。 
 (3) 普通株式を対価とする取得請求期間 
   平成21年４月１日から平成31年８月26日までとします。 
 (4) 普通株式を対価とする当初取得価額 
   株式併合及び時価を下回る価格での新株発行による調整後の当初取得価額は、普通株式１株当たり255円70

銭とします。 
 (5) 普通株式を対価とする取得価額の修正 
   取得価額は、平成22年４月１日以降平成31年４月１日までの毎年４月１日（以下それぞれ第二回Ａ種取得価

額修正日という。）における時価に修正されるものとし、取得価額は当該第二回Ａ種取得価額修正日以降翌年
の第二回Ａ種取得価額修正日の前日（または取得請求期間の終了日）までの間、当該時価に修正されるものと
します。但し、当該時価が当初取得価額の60％の額（以下第二回Ａ種下限取得価額という。）を下回るとき
は、修正後取得価額は第二回Ａ種下限取得価額とします。また、当該時価が、当初取得価額の150％の額（以
下第二回Ａ種上限取得価額という。）を上回るときは、修正後取得価額は第二回Ａ種上限取得価額とします。

   上記「時価」とは、当該第二回Ａ種取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所
における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値とします。 

   なお、平成22年４月１日をもって、取得価額は154円に修正されました。 
 (6) 普通株式を対価とする取得価額の調整 
   時価を下回る新株発行時その他一定の場合には取得価額を調整します。 
 (7) 第二回Ａ種優先株式の強制取得条項 
   平成31年８月26日までに取得請求のなかった第二回Ａ種優先株式は、平成31年８月27日の後の取締役会で定

める遅くとも平成31年９月30日までの日をもって、第二回Ａ種優先株式１株の払込金相当額を平成31年８月27
日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の
平均値で除して得られる数の普通株式の交付と引換えに当社が取得します。この場合、当該平均値が第二回Ａ
種下限取得価額を下回るときは、第二回Ａ種優先株式１株の払込金相当額を第二回Ａ種下限取得価額で除して
得られる数の普通株式の交付と引換えに当社が取得します。また、当該平均値が、第二回Ａ種上限取得価額を
上回るときは、第二回Ａ種優先株式１株の払込金相当額を第二回Ａ種上限取得価額で除して得られる数の普通
株式の交付と引換えに当社が取得します。 

 (8) 議決権 
   第二回Ａ種優先株式には、当社株主総会における議決権がありません。 
  (9) 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無 

 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。 
２ 第三回Ｄ種優先株式の概要は以下のとおりです。 
 (1) 払込金相当額とみなす額 
   １株につき2,500円 
 (2) 優先配当金 
  イ.第三回Ｄ種優先配当金の計算 
   １株につき第三回Ｄ種優先株式の発行価額（2,500円）に、それぞれの事業年度ごとに下記の年率を乗じて

算出した額とします。計算の結果、第三回Ｄ種優先配当金が１株につき250円を超える場合は、250円としま
す。但し、当該事業年度において、優先中間配当金の全部または一部を支払ったときは、その額を控除した額
とします。 

   平成17年４月１日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度及び平成30年４月１日に始まる事業年度に
ついて、下記算式により計算される年率とします。 

   第三回Ｄ種配当年率＝日本円 TIBOR（６ヶ月物）＋2.0％ 
   なお、「年率修正日」は、平成18年４月１日及び、以降平成30年４月１日までの毎年４月１日とします。 
  ロ.非参加型 
   第三回Ｄ種優先株主に対しては、第三回Ｄ種優先配当金または優先中間配当金を超えて期末配当または中間

配当は行いません。 
  ハ.非累積型 
   ある事業年度において第三回Ｄ種優先株主に対して支払われる第三回Ｄ種優先配当金の額が上記イ.の計算

の結果算出される金額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しません。 
 (3) 普通株式を対価とする取得請求期間 
   平成20年10月１日から平成30年９月30日までとします。 
 (4) 普通株式を対価とする当初取得価額 
   当初取得価額は、普通株式１株当たり110円とします。 
 (5) 普通株式を対価とする取得価額の修正 
   取得価額は、平成21年10月１日以降、平成29年10月１日までの毎年10月１日（以下それぞれ第三回Ｄ種取得

価額修正日という。）における時価に修正されるものとし、当該取得価額は、当該第三回Ｄ種取得価額修正日
以降、翌年の第三回Ｄ種取得価額修正日の前日（または取得請求期間の終了日）まで適用されるものとしま
す。但し、当該時価が55円（以下第三回Ｄ種下限取得価額という。）を下回るときは、修正後取得価額は第三
回Ｄ種下限取得価額とします。また、当該時価が165円（以下第三回Ｄ種上限取得価額という。）を上回ると
きは、修正後取得価額は第三回Ｄ種上限取得価額とします。 

   上記「時価」とは、当該第三回Ｄ種取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所
における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値とします。 

   なお、平成25年10月１日をもって、取得価額は80.1円に修正されました。 
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 (6) 普通株式を対価とする取得価額の調整 
   時価を下回る新株発行時その他一定の場合には取得価額を調整します。 
 (7) 第三回Ｄ種優先株式の強制取得条項 
   平成30年９月30日までに取得請求のなかった第三回Ｄ種優先株式は、平成30年10月１日の後の取締役会で定

める遅くとも平成30年11月30日までの日をもって、第三回Ｄ種優先株式１株の払込金相当額を平成30年10月１
日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の
平均値で除して得られる数の普通株式の交付と引換えに当社が取得します。この場合当該平均値が第三回Ｄ種
下限取得価額を下回るときは、第三回Ｄ種優先株式１株の払込金相当額を第三回Ｄ種下限取得価額で除して得
られる数の普通株式の交付と引換えに当社が取得します。また、当該平均値が、第三回Ｄ種上限取得価額を上
回るときは、第三回Ｄ種優先株式１株の払込金相当額を第三回Ｄ種上限取得価額で除して得られる数の普通株
式の交付と引換えに当社が取得します。 

 (8) 議決権 
   第三回Ｄ種優先株主は、当社株主総会において議決権を有しています。 
  (9) 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無 

 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。 
３ 自己資本の充実と財務体質の改善及び強化を目的として、第二回Ａ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式の発行
による第三者割当増資を実施しています。 
 当該優先株式の議決権の有無を含めた内容については、割当先と協議の上決定したものです。 

４ 第二回Ａ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式は、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第８項に規定する
行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に該当します。 

５ 行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項 
 (1) 当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項（当該権利の行使を制

限するために支払われる金銭その他の財産に関する事項を含む。）についての当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等の所有者との間の取決めの内容 

   該当事項はありません。 
 (2) 提出者の株券の売買（令第26条の２の２第１項に規定する空売りを含む。）についての当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等の所有者との間の取決めの内容 
   該当事項はありません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  当第２四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が以
下のとおり、行使されました。 
  

   ①第二回Ａ種優先株式 
    該当事項はありません。 
  

②第三回Ｃ種優先株式 

  
   ③第三回Ｄ種優先株式  
    該当事項はありません。 
                                                 

  (平成25年７月１日から 
平成25年９月30日まで) 

第２四半期会計期間

 
当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等の数(株) 

2,921,200 

 当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) 132,781,818 

 当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) 55.00 

 当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額(百万円) ― 

 
当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(株) 

5,920,000 

 
当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株) 

265,982,419 

 
当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円) 

55.64 

 
当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(百万円) 

― 
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(4) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

(注)  発行済株式総数の増加は、第三回Ｃ種優先株式の普通株式を対価とする取得請求権行使による普通株式の増加

132,781千株ならびに当該取得請求権行使により自己株式となった第三回Ｃ種優先株式の消却による減少2,921

千株によるものです。 

  
(6) 【大株主の状況】 

① 普通株式 
平成25年９月30日現在 

  

② 第二回Ａ種優先株式 
平成25年９月30日現在 

  

③ 第三回Ｄ種優先株式 
平成25年９月30日現在 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)
平成25年７月１日～ 
平成25年９月30日 

129,860 809,769 ― 12,003 ― ―

氏名又は名称 住所
所有 
株式数 
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 44,689 5.53

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 21,860 2.70

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 12,929 1.60

STATE STREET BANK AND       
TRUST COMPANY 505041 
（常任代理人 香港上海銀行東京支
店 カストディ業務部） 

12 NICHOLAS LANE LONDON EC4N 7BN U.K. 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 
  9,500 1.18

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内１－９－１ 8,898 1.10

石川幸司  大阪府高槻市 8,500 1.05

三井不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町２－１－１ 7,165 0.89

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川４－12－３ 5,906 0.73

JPMCB NA ITS LONDON CLIENTS AC 
MORGAN STANLEY AND             
CO INTERNATIONAL LIMITED 
（常任代理人 株式会社みずほ銀行
決済営業部） 

25.CABOT SQUARE,LONDON E14 4QA,UNITED KINGDOM 

（東京都中央区月島４－16－13） 

 
 

 

5,607 0.69

三井住友建設取引先持株会 東京都中央区佃２－１－６ 5,086 0.63

計 ― 130,144 16.10

氏名又は名称 住所
所有 
株式数 
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 1,500 100.00

計 ― 1,500 100.00

氏名又は名称 住所
所有 
株式数 
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

DEUTSCHE BANK AG LONDON 610 
  
(常任代理人 ドイツ証券株式会社) 

TAUNUSANLAGE 12,D-60325 
FRANKFURT AM MAIN,FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY 
(東京都千代田区永田町２－11－１) 

7 100.00

計 ― 7 100.00
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なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりです。 

平成25年９月30日現在 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成25年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式4,700株及び株主名簿上は当

社名義となっていますが、実質的には所有していない株式400株が含まれています。なお、議決権の数には

当該当社名義となっている株式400株に係る議決権４個を含めていません。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式80株及び当社所有の自己株式85株が含ま

れています。 

  

氏名又は名称 住所
所有 

議決権数 
(個)

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合(％) 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 446,899 5.54

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 218,600 2.71

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 129,291 1.60

STATE STREET BANK AND       
TRUST COMPANY 505041 
（常任代理人 香港上海銀行東京支
店 カストディ業務部） 

12 NICHOLAS LANE LONDON EC4N 7BN U.K. 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 
  95,000 1.18

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内１－９－１ 88,987 1.10

石川幸司  大阪府高槻市 85,000 1.05

三井不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町２－１－１ 71,655 0.89

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川４－12－３ 59,067 0.73

JPMCB NA ITS LONDON CLIENTS AC 
MORGAN STANLEY AND             
CO INTERNATIONAL LIMITED 
（常任代理人 株式会社みずほ銀行
決済営業部） 

25.CABOT SQUARE,LONDON E14 4QA,UNITED 
KINGDOM 

（東京都中央区月島４－16－13） 
 

 

56,078 0.70

三井住友建設取引先持株会 東京都中央区佃２－１－６ 50,866 0.63

計 ― 1,301,443 16.13

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 
第二回Ａ種優先株式 

1,500,000 
― (1)株式の総数等②発行済株式参照 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

459,600 
―

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 

普通株式 
806,658,100 

8,066,577 同上

第三回Ｄ種優先株式 
7,500 

75 (1)株式の総数等②発行済株式参照 

単元未満株式 
普通株式 

1,144,694 
― 

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

発行済株式総数 809,769,894 ― ―

総株主の議決権 ― 8,066,652 ―
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② 【自己株式等】 

平成25年９月30日現在 

(注) このほか、株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的には所有していない株式が400株あります。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりです。

  

(1)新任役員 

  該当事項はありません。 

(2)退任役員 

  

(3)役職の異動 

  該当事項はありません。 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する所

有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
三井住友建設株式会社 

東京都中央区佃２－１－６ 459,600 ― 459,600 0.06 

計 ― 459,600 ― 459,600 0.06 

２ 【役員の状況】

 

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 － 
 

 
川﨑 憲一 平成25年９月30日 
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記

載しています。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成25年７月１

日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けていま

す。 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 39,899 42,937

受取手形・完成工事未収入金等 ※4  101,279 106,314

未成工事支出金等 ※1  19,184 ※1  22,358

その他 12,098 12,810

貸倒引当金 △379 △377

流動資産合計 172,083 184,043

固定資産   

有形固定資産 23,701 23,875

無形固定資産 2,060 2,041

投資その他の資産   

長期営業外未収入金 24,875 24,911

その他 27,737 26,850

貸倒引当金 △29,042 △29,025

投資その他の資産合計 23,570 22,736

固定資産合計 49,332 48,653

資産合計 221,416 232,696

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 ※4  115,338 111,702

短期借入金 8,391 24,903

未成工事受入金 27,768 28,088

完成工事補償引当金 728 736

工事損失引当金 717 1,071

訴訟等損失引当金 890 －

その他 16,446 12,802

流動負債合計 170,280 179,306

固定負債   

長期借入金 2,194 1,750

退職給付引当金 18,057 18,692

その他 5,522 5,533

固定負債合計 25,773 25,976

負債合計 196,054 205,282
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,003 12,003

資本剰余金 480 480

利益剰余金 9,814 11,192

自己株式 △241 △241

株主資本合計 22,056 23,435

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 197 282

繰延ヘッジ損益 139 65

土地再評価差額金 39 39

為替換算調整勘定 △682 △456

その他の包括利益累計額合計 △306 △68

少数株主持分 3,611 4,046

純資産合計 25,361 27,413

負債純資産合計 221,416 232,696
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
 【四半期連結損益計算書】 
 【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

売上高 ※1, ※2  142,819 ※1, ※2  172,319

売上原価 134,754 163,145

売上総利益 8,065 9,174

販売費及び一般管理費 ※3  6,941 ※3  7,155

営業利益 1,123 2,018

営業外収益   

受取利息 189 299

受取配当金 34 36

保険配当金等 24 25

訴訟等損失引当金戻入額 － ※4  580

その他 146 345

営業外収益合計 396 1,287

営業外費用   

支払利息 379 302

為替差損 179 －

その他 505 448

営業外費用合計 1,065 750

経常利益 454 2,555

特別利益   

固定資産売却益 5 4

投資有価証券清算益 12 －

その他 0 0

特別利益合計 17 4

特別損失   

固定資産処分損 6 20

投資有価証券評価損 200 －

和解費用 137 －

会員権評価損 20 60

減損損失 － 39

その他 24 －

特別損失合計 387 119

税金等調整前四半期純利益 84 2,440

法人税等 400 660

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△316 1,780

少数株主利益 203 213

四半期純利益又は四半期純損失（△） △519 1,567
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△316 1,780

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △97 86

繰延ヘッジ損益 △63 △73

為替換算調整勘定 △5 278

持分法適用会社に対する持分相当額 △3 16

その他の包括利益合計 △169 307

四半期包括利益 △486 2,088

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △683 1,805

少数株主に係る四半期包括利益 197 282
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 84 2,440

減価償却費 807 767

減損損失 － 39

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13 21

退職給付引当金の増減額（△は減少） 540 629

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 10 4

工事損失引当金の増減額（△は減少） △720 354

訴訟等損失引当金の増減額（△は減少） 13 △890

固定資産処分損益（△は益） 2 12

投資有価証券評価損益（△は益） 200 －

投資有価証券清算損益（△は益） △12 －

会員権評価損 20 60

受取利息及び受取配当金 △224 △336

支払利息 379 302

為替差損益（△は益） 197 △119

持分法による投資損益（△は益） △42 △26

売上債権の増減額（△は増加） 28,097 △3,837

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △6,842 △2,930

その他の資産の増減額（△は増加） 59 △345

仕入債務の増減額（△は減少） △23,577 △5,579

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,197 △39

その他の負債の増減額（△は減少） △5,415 △3,163

その他 △7 68

小計 △5,247 △12,570

利息及び配当金の受取額 323 333

利息の支払額 △459 △384

法人税等の支払額 △855 △1,441

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,239 △14,062

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △274 △844

有形固定資産の取得による支出 △516 △498

有形固定資産の売却による収入 4 31

無形固定資産の取得による支出 △51 △76

投資有価証券の取得による支出 △202 △14

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

8 －

貸付けによる支出 △31 △49

貸付金の回収による収入 99 53

その他 63 11

投資活動によるキャッシュ・フロー △900 △1,386
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,399 16,595

長期借入金の返済による支出 △434 △526

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △0

配当金の支払額 － △188

少数株主への配当金の支払額 △36 △50

その他 △47 △119

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,881 15,710

現金及び現金同等物に係る換算差額 △50 500

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △309 760

現金及び現金同等物の期首残高 29,847 31,400

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 1,179

現金及び現金同等物の四半期末残高 29,537 33,340
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【注記事項】 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

  

  
  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

  
(四半期連結貸借対照表関係) 

※１ 未成工事支出金等の内訳 

 ２ 保証債務 

下記の会社等の銀行借入金等に対して保証を行っています。 

  

 ３ 受取手形割引高 

  

※４  期末日満期手形 

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形満期日をもって決済処理していま

す。なお、前連結会計年度の末日が金融機関の休業日であったため、次の期末日満期手形を満期日

に決済が行われたものとして処理しています。 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
  至  平成25年９月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更 

㈱免制震ディバイスは、重要性が増したことにより、第１四半期連結会計期間から連結の範囲に

含めています。 

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更 

㈱免制震ディバイスは、連結の範囲に含めたため、第１四半期連結会計期間から持分法適用の範

囲より除外しています。 

 (自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

税金費用の算定方法 税金費用の算定については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて算定しています。 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間 

(平成25年９月30日)

商品及び製品 579百万円 590百万円 

材料貯蔵品 1,341 1,275 

未成工事支出金 17,261 20,490 

販売用不動産 2 2 

計 19,184 22,358 

前連結会計年度 
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日)

有明リゾートシティ㈱ 45百万円 有明リゾートシティ㈱ 31百万円 

その他(２件) 25 その他(２件) 18 

計 71 計 50 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間 

(平成25年９月30日)

受取手形割引高 382百万円 335百万円 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間 

(平成25年９月30日)

受取手形 179百万円  ─ 

支払手形 168  ─ 

― 18 ―



  
(四半期連結損益計算書関係) 

※１ 工事進行基準による売上高(完成工事高)  

 ※２ 売上高の季節的変動 

前第２四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日 至  平成24年９月30日）及び当第２四半期
連結累計期間（自  平成25年４月１日 至  平成25年９月30日） 
当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが

第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期
間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動
があります。 

  

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

  

※４ 訴訟等損失引当金戻入額 

当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日) 
橋梁工事談合に伴う損害賠償について、合理的に見積った損失負担見込額を訴訟等損失引当金と

して計上していましたが、当第２四半期連結累計期間において、国土交通省及び福島県への納付額
が確定したため、計上額との差額について戻し入れを行っています。なお、納付額の支払いについ
ては完了しています。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

(株主資本等関係) 

前第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 
 該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

１ 配当金支払額 

  

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計
期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

 106,097百万円 133,405百万円 

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

従業員給料手当 2,923百万円 3,064百万円 

退職給付費用 547 531 

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

現金預金勘定 34,908百万円 42,937百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △5,370 △9,596 

現金及び現金同等物 29,537 33,340 

決議 株式の種類
配当金の 
総額 

（百万円）

１株当たり
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27 
日定時株主総会

第二回Ａ種優先株式 10 7.17 

平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金第三回Ｃ種優先株式 177 60.85 

第三回Ｄ種優先株式 0 60.85 

合計 ─ 188  ─  ─  ─  ─ 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

  前第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、老人介護施設の運営及び保険代理

店業を含んでいます。 

２  セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去です。 

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っています。 

  

   当第２四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、老人介護施設の運営及び保険代理

店業を含んでいます。 

２  セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去です。 

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っています。 

          (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３土木工事 建築工事 計

売上高        

  外部顧客への売上高 56,931 85,446 142,377 441 142,819 ― 142,819 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

558 0 558 30 589 △589 ― 

計 57,489 85,446 142,936 472 143,408 △589 142,819 

セグメント利益 4,331 3,624 7,955 151 8,107 △42 8,065 

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３土木工事 建築工事 計

売上高        

  外部顧客への売上高 54,254 117,712 171,966 352 172,319 ― 172,319 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

758 0 758 29 788 △788 ― 

計 55,012 117,713 172,725 382 173,107 △788 172,319 

セグメント利益 4,629 4,447 9,076 155 9,232 △58 9,174 
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(１株当たり情報) 

  

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失で

あるため記載していません。 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

 １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

  (自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

(1) １株当たり四半期純利益又は 
   １株当たり四半期純損失(△) 

(円) △1.48 2.20 

(算定上の基礎)    

四半期純利益又は 

四半期純損失(△) 
(百万円) △519 1,567 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─  ― 

普通株式に係る四半期純利益又は 

四半期純損失(△) 
(百万円) △519 1,567 

普通株式の期中平均株式数 (千株) 350,617 713,480 

(2) 潜在株式調整後        
    １株当たり四半期純利益    

(円) (注)      ─ 1.93 

(算定上の基礎)    

四半期純利益調整額 (百万円) ― ― 

普通株式増加数 (千株) ― 99,536 

(うち優先株式) (千株) (―) (99,536)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要 

――――― ―――――
 
 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

― 22 ―



  
平成25年11月13日

三井住友建設株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三

井住友建設株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期
間(平成25年７月１日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成
25年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを
行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井住友建設株式会社及び連結子会社の平
成25年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

  
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
公認会計士  若  松  昭  司  印 

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員 
公認会計士  内  田  英  仁  印 

業 務 執 行 社 員

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しています。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年11月13日 

【会社名】 三井住友建設株式会社 

【英訳名】 Sumitomo Mitsui Construction Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  則  久  芳  行 

【最高財務責任者の役職氏名】   ― 

【本店の所在の場所】 東京都中央区佃二丁目１番６号 

【縦覧に供する場所】 三井住友建設株式会社  横浜支店 

   (横浜市神奈川区栄町５番地１) 

 三井住友建設株式会社  中部支店 

   (名古屋市中区栄四丁目３番26号) 

 三井住友建設株式会社  大阪支店 

   (大阪市中央区北浜四丁目７番28号) 

 株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表取締役社長 則久芳行は、当社の第11期第２四半期(自 平成25年７月１日 至 平成25年９月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。 

  

特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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